
議事録 

日時 令和６年２月２１日（水） 午後３時～午後５時 

場所 河内長野市役所 ３階 ３０１会議室 

議題 第３回河内長野市未来技術地域実装協議会 

出席者 
実装協議会委員 １８名（内３名WEB出席） 

事務局（河内長野市政策企画課） ５名 

資料等 
・資料１ 令和５年度河内長野市未来技術社会実装事業成果報告 

および来年度以降の取組について 

議事 １． 開会 

 ・開会にあたる注意事項 

 ・河内長野市総合政策部理事より挨拶 

２．確認 

 ・協議会出席委員の確認および規約第８条第２項に基づき、委員の過半数 

以上の出席による会議成立を確認 

 ・資料確認 

３．案件 

・令和５年度河内長野市未来技術社会実装事業成果報告および来年度 

以降の取組について 

   ー資料１により説明 

 

＜質疑応答・意見交換＞ 

質問１： 

 DtoPwith非Ｎ型の体制による遠隔診療の診療報酬において、医療保険と介

護保険の報酬制度の棲み分けについて、現段階での今後の国の見解を尋ねた

い。 

回答１： 

遠隔診療は、診療報酬の算定上では「オンライン診療」と標記され、コロナ禍

の影響によって導入にあたるガイドライン等が設けられる等、変遷してきた。 

河内長野市が進める遠隔診療に、医師会が積極的に参画している意味は非

常に大きく、地域づくりの観点からも意義深いと考えられる。 

そのうえで、診療報酬の棲み分けについては、長期的な課題となり、短期間で

の制度整備は厳しいと考える。 

一方で、時流により今後、診療報酬の算定方法が再考される等、検討される

可能性はある。このため、現時点で河内長野市が目指す遠隔診療を明確にし、

現行制度にてクリアできているところ、できていないところを整理し、国に対し



個別具体的に課題を示していくことが重要であると思われる。 

意見１： 

遠隔診療は、無医地区や離島のイメージがあったが、コロナ禍によりオンライ

ン診療も徐々に普及してきた。河内長野市が目指す遠隔診療と合わせていくな

らば、医師会として検討を要することもあるが、このような DX 技術は、通常診

療の中でも十分使用していけると感じている。 

意見２： 

近年、高齢に伴い病院への通院が難しくなる地域住民の割合が増えてきてい

ると感じるので、遠隔診療により身体に負担をかけずに、医療を受けられる方

が増えると考えている。今後も遠隔診療の実証は、是非とも進めていただきた

い。 

 

質問２： 

 医療保険と介護保険の両方から報酬を出すと、社会保険の負担割合が大きく

なることが懸念されていると考える。一方で、費用のバランスにもよるが、遠隔

診療により容易に医療を受けられるようになれば、重症化の防止に繋がり、総

合的に見て医療費の削減にも繋がると感じた。 

このような考えに対し、国省庁での検討状況や意見を伺いたい。 

回答２： 

医療費として、介護保険と医療保険では、介護保険が優先される。ただし、対

象者の状況に応じて医療保険で賄うことがある。 

そこで生じる介護保険と医療保険の負担調整部分は、対象者の状態や入所

施設によって異なってくる。都度通知はされており、様々な状況が想定されて

いる。 

河内長野市が目指すDtoPwithNおよび非Ｎという形が、通知にあるような

現行制度の中で、実現可能なものであれば、課題なく実施できるものもあると

考えている。 

それを判断するためにも、一度河内長野市の目指す遠隔診療を明確にし、検

証することが望ましい。 

医療保険における診療報酬は、保険医療機関に対して支払いされる部分であ

り、医師・看護師・訪問看護師等への報酬である。具体例を積み重ねて、シミュレ

ーションしていく必要があると考える。 

 

質問３： 

 地域通貨事業の加盟店舗数について、現在２３０店舗が加盟しているが、この

加盟店舗数は十分と考えているか、まだ増やしていく必要があると考えている

か。 

回答３： 



地域通貨事業の加盟店舗については、中小企業法に則って認定するため、大

規模店は対象外となっている。これは地域通貨事業が、新型コロナウイルス感

染症対応地方創生臨時交付金により始まった経緯があり、中小企業への支援が

目的であったことから店舗数が限定されている。 

その一方で、地域通貨事業におけるデジタル通貨の仕組みに対して、市内事

業者側の苦手意識があり、そのようなデジタルデバイドを解消し、加盟店舗の拡

大を図っていきたい。 

 

質問４： 

来年度以降の事業について、自動運転車両の専用道路に関する現状や情報、

意見等あれば伺いたい。 

回答４： 

ヤマハ発動機では、現行の自動運転車両では、自動運転車両をＬｖ４で生活道

路上を走らせるのは少し厳しいと考えている。 

河内長野市が目指す、生活道路での自動運転Ｌｖ４の実装を検討していく中

で、自動運転車両が走行する生活道路の整備についても具体的に相談・検討し

ていくことになると考えている。 

 

質問５： 

現行の自動運転について、運行を担うボランティアスタッフや当該移動支援

を利用している地域住民、または利用してない地域住民から、自動運転は受け

入れられているか、意見や感想があったかについて伺いたい。 

回答５： 

平成３１年度に手動運行にて移動支援事業を始めた時から、将来的な自動運

転を目指している旨は、地域住民に周知していた。このため、自動運転に関して

も地域住民からの不満やクレームは特に生じることなく運行できている。 

また自動運転の導入にかかる工事についても、道路を全面通行止めにするも

のでないため、不満等が起こりにくく、一定の理解があると認識している。 

 

質問６： 

自動運転の来年度以降の動きについて、資料１の３７ページに記載の７８条３

号は「自家用有償旅客運送」の枠組みであるが、今後は自動運転でも自家用有

償旅客運送を組み入れられることを検討しているか伺いたい。 

回答６： 

国土交通省が大きな枠組みとして、自家用有償旅客運送の中で、地域住民の

ボランティアによるドライバーやタクシー事業者によって、タクシー事業の一環

としての運送サービスの拡充を図るという、大まかな方向性を示していること

を受けて、本協議会においては、自動運転のＬｖ４に合わせて同様の考えで運行



事業者との連携を図りたいという意味合いで参考として引用した。 

一方で、将来的には自動運転についても、自家用有償旅客運送を含めた有償

化を検討していく必要があると認識している。 

 

質問７： 

河内長野市が目指す、生活道路での自動運転Ｌｖ４の実装のために、現行より

自動運転Ｌｖ４に近い運行体制に整えていると考えられるが、具体的に現行の体

制との違いについて伺いたい。 

回答７： 

 最も大きい変更は、河内長野市内の１拠点にて、市内の様々な地域・地点で運

行される自動運転の車両を、道路交通事業者により確認・管理する体制を整え

ることである。 

当初は、事業継続性等の観点から地域住民のボランティアで移動支援を実施

していくことを構想していたが、遠隔監視システムの実証実験を経て、安全性の

確保や映像監視の習熟の必要性を検討して、交通事業者の参画を考慮し、盛り

込んでいる形になっている。 

 

質問８： 

大阪府広域データ連携基盤「ORDEN」を用いた堺市の取り組みについて、実

際の住民の利用率や、どのように住民の声が反映されていくかを伺いたい。 

回答８： 

大阪府広域データ連携基盤「ORDEN」を用いた堺市の事業について、一般

的なサービス開始は７月を予定している。 

住民サービスが向上すると考えている一方で、行政側の負担に関する課題も

認識している。実際に、住民の対応する窓口職員の負担の増減も含めて、住民

サービスの向上にどれだけ効果があったかを見定めて、徐々に対象区域を拡大

するべきと考えている。 

以上から、堺市全体でのサービス開始ではないため、住民からのリアクション

等はこれからとっていくこととなる。今後、そのような進捗も含めて、報告をし

ていきたいと考えている。 

 

４．閉会 

 

 

 

 


